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1) モーゲンソーの活動に関 しては,拙稿 ｢H･モーゲン





LJeWisStimson(以下,本 臼記を出典 とする場合は, 口
付及び SD との記号を記す｡以 卜のカツコ内の記号は
同様のことを意味す る) 及び ThePapersofHenryノ








































手塚和彰 ｢対独占領政策の形成と ｢転換｣- 戦後 ド/



































































捉 え られて きたのか を,T ･シュウオーッ
(ThomasA.Schwartz)の論考を素材として概
















































































て,① ドイツの封 じ込め (財務省),(ヨ ドイ
































































































































ベル トが最 も信頼する側近の 1人であ り,その
政策に対 して大 きな影響力を有 していた｡
こうした状況の中,ステイムソンは,ルーズ






して, 『ドイツ軍政ハ ン ドブック』の内容 を
知ったことを伝え,自分は, ドイツの経済力を





リカに滞在 してお り,後 にヨーロッパの石炭 ･
鉄鋼産業を統合する計画であるシューマンプラ
ン を起 草 す る こ と に な る J･モ ネ (Jean
Monnet)に影響 された ものであった｡ しか し,
モーゲンソーはこれを受けれいず,自己の主張


































































































































25) ｢ルーズベ ルか らステ イム ソ ン-｣ (1944.8.26,
FRUS.1944),pp.544-5460
26) ただし,この会談において, ドイツ占領地区で使用す



























































































30) ｢ステ イム ソンか らモーゲ ンソーへ｣(1944.9.5,
NARA)｡








2 第 2回会合 (1944年 9月6日)
翌日,ルーズベル ト出席の下, ドイツ問題に
関する3省委員会が開催された｡そこで,ルー





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アメリカの ドイツ経済復興政策 超党派外交 とマー
シャルプランの起源に関する一考察｣『史林』83巻4号,
2000年 7月,104-133ページ及び ｢H ･フーバー (Herbert
Hoover)の ドイツ報告 (1947年3月18口) とその歴史
的位置｣『経済論叢』第167巻第 2号,2001年2月号,
35-51ページを参照｡
